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鳥取県補足版 確認申請マニュアル 

[木造一戸建て住宅] 

（案） 

（令和７年 1 月作成） 

鳥取県 

令和７年４月１日施行の改正建築基準法・建築物省エネ法に対応した鳥取県独自の

内容について国のマニュアルを補足するものです。 

対象は木造一戸建て住宅（在来軸組工法）です。 
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法改正に合わせて国土交通省が発行した確認申請・審査マニュアル等は以下のとおり公表さ

れていますので、確認申請書類等の作成の参考にしてください。 

本書は、国のマニュアルにない県条例等の内容や県内の確認申請窓口に提出いただく際の留

意点等を補足するものです。確認申請等の際に申請者側、審査者側の双方の負担軽減のため、

参考にしていただけると幸いです。 

国土交通省作成マニュアル 

■建築基準法関係 
申請・審査マニュアル（ダイジェスト版）【第３版】 申請・審査マニュアル【第３版】 

  

 

 

 

軸組工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

枠組壁工法はこちら 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■建築物省エネ法関係 
省エネ基準適合義務制度の解説【第２版】 設計・監理資料集（住宅版） 

  

  

マニュアル  

省エネテキスト 
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Ⅰ 申請先一覧等 

１．申請窓口一覧 

申請窓口は特定行政庁もしくは民間確認検査機関のいずれかに、申請者が選択して申

請を行ってください。省エネ性能適合性判定申請も同様です。 

 

鳥取県内の特定行政庁一覧 

窓口 住所・電話番号 審査対象地域 

鳥取県  

東部建築住宅事務所 

鳥取市立川町 6 丁目 176  

Tel:0857-20-3648 
岩美郡、八頭郡の物件 

鳥取県 中部総合事務所 

環境建築局建築住宅課 

倉吉市東巌城町 2 

Tel:0858-23-3235 
東伯郡の物件 

鳥取県 西部総合事務所 

環境建築局建築住宅課 

米子市糀町 1 丁目 160  

Tel:0859-31-9753 

境港市の物件で市の対象以外のも

の、西伯郡、日野郡の物件 

鳥取市 

都市整備部建築指導課 

鳥取市幸町 71 

Tel:0857-30-8361 
鳥取市の物件 

米子市 

都市整備部建築相談課 

米子市糀町 1 丁目 160 

Tel:0 8 5 9 - 2 3 - 5 2 3 6 、 5 2 3 7 
米子市の物件 

倉吉市 

建設部建築住宅課 

倉吉市葵町 722 

Tel:0858-22-8175 
倉吉市の物件 

境港市 

建設部建築営繕課 

※限定特定行政庁 

境港市上道町 3000 

Tel:0859-47-1062 

境港市の物件で以下のものに限る 

●新２号建築物のうち、木造の建築

物で、地階を除く階数が２以下であ

るもの、延べ面積が300平方メートル

以下のもの及び高さが16メートル以

下のもの 

●新３号建築物 

●施行令148条に規定する工作物 

 

鳥取県内に事務所のある民間確認検査機関・登録省エネ判定機関 

窓口 住所・電話番号 審査対象地域 

（一財）鳥取県建築住宅

検査センター 

本部・鳥取事務所 

〒680-0803  

鳥取市田園町 3 丁目 375 

Tel:0857-21-6702 

米子事務所 

〒683-0804 

米子市米原 9 丁目 7-30 

Tel:0859-30-3247  

県内全域の物件で以下のものに限る 

全ての建築物 (延床面積 2,000 ㎡以

下)、昇降機、広告塔等及び擁壁 

ハウスプラス中国住宅保

証株式会社 

米子支店 

〒683-0823  

米子市加茂町 2-204 

 米子商工会議所ビル 

TEL：0859-37-2801 

県内全域の物件 
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２．建築確認手続きが必要な規模（建築物） 

下表の区分により確認申請等の要否を確認してください。 

 

構造・階数 規模 工事種別 

都市計画区域内 都市計画区域外 

右欄以

外 

防火・

準防火

地域 

 
要確

認地

域 

レッド

区域内 

１号建築物 

特殊建築物 
（旅館、店舗、

飲食店、児童福

祉施設 等） 

当該用途の

床 面 積 が

200 ㎡を超

えるもの 

新築 ○ ○ ○ ○ ○ 

増築,改築,移転 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 ㎡以内 － ○ － － － 

大規模な修繕・

模様替え 
○ ○ ○ ○ ○ 

用途変更 ○ ○ ○ ○ ○ 

新２号 

建築物 

すべての構

造の建築物

（用途問わ

ず） 

階数が２以

上 

又は床面積

200 ㎡を超

えるもの 

新築 ○ ○ ○ ○ ○ 

増築,改築,移転 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 ㎡以内 － ○ － － － 

大規模な修繕・

模様替え 
○ ○ ○ ○ ○ 

新３号 

建築物 

すべての構

造の建築物

（用途問わ

ず） 

平屋かつ床

面積 200 ㎡

以下のもの 

新築 ○ ○ － ○ ○ 

増築,改築,移転 ○ ○ － ○ ○ 

10 ㎡以内 － ○ － － － 

大規模な修繕・

模様替 
－ － － － － 
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【参考】確認申請が必要な建築物の区分け 

 

 
 

 
 

  

【１号、新２号建築物の場合】 

・省エネ基準対象の建築物は仕様基準を活用

する場合は確認申請時に審査をします。 

・省エネ適合性判定を申請する場合、省エネ適

合性判定通知書の提出が必要です。 
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【参考】レッド区域での確認申請の扱い 
 

新３号建築物に係る確認申請要否の判断 
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Ⅱ 確認申請に添付する書類の改正点 

１．確認申請時に必要な書類の合理化 

改正建築基準法の全面施行時（令和７年４月１日）において、旧４号建築物のうち、

審査省略対象から外れるものについては、提出図書等の合理化が図られます。 

旧４号から新２号に移る建築物のうち、仕様規定のみで構造安全性を確認する計画に

ついては、必要事項を仕様表等に記載することで、基礎伏図、各階床伏図、小屋伏図及

び軸組図の添付が省略できるなど、添付図書の合理化が図られています。 

 

【参考】改正前後の提出書類の変更点 

 

【参考】提出図書等の合理化 
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２．省エネ基準を仕様基準による場合の必要書類（住宅のみ） 

詳細は国土交通省作成のテキストをご覧ください。 

種別 記載項目 記載する設計図書の例 

外皮 

仕様基準の対象部位 平面図、断面図 

建築物の種類（建て方） 平面図 

部位の構造及び工法  平面図、断面図 

平面図、断面図 平面図、断面図 

断熱材の施工法 平面図、断面図 

部位の熱貫流率 平面図、断面図、熱貫流率計算書 

部位の断熱材の熱抵抗値 仕様書、平面図、断面図 

開口部の熱貫流率 仕様書、平面図 

窓の日射熱取得率 仕様書、平面図 

ガラスの日射熱取得率 仕様書、平面図 

付属部材の有無 平面図、断面図 

ひさし、軒等の有無 断面図、立面図 

暖房設備 暖房方式 仕様書、平面図 

暖房設備の種類及びその効率 仕様書、平面図 

冷房設備 冷房方式 仕様書、平面図 

冷房設備の種類及びその効率 仕様書、平面図 

換気設備 比消費電力 仕様書 

換気方式 仕様書、平面図 

ダクトの内径 仕様書、平面図 

電動機の仕様 仕様書 

照明設備 非居室の照明設備の種類 仕様書、平面図 

給湯設備 給湯機の種類 仕様書、平面図 

給湯機の効率等 仕様書 

 

上表に示す建材又は設備機器等の種別や性能値等を設計図書に記載する際は、当該性能値等は、

国立研究開発法人建築研究所が定めＨＰ上で公開する技術情報

（https://www.kenken.go.jp/becc/、以下「建研技術情報」という。）に記載する JIS 等の規

格に基づく種別、性能値等であることが必要となる。このため、設計図書等には性能値等の根拠と

なる規格等に関する情報を明示することが必要となる。 
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３．省エネ基準を省エネ適合性判定による場合の必要書類 

省エネ適判を受けている場合は、申請者が省エネ適判機関から発行される省エネ適合

性判定通知書を、建築確認申請を行っている建築主事等に提出する必要があります。 

     

提出が必要な書類 

・省エネ適合性判定通知書またはその写し ※省エネ適判機関等が発行したもの 

・計画書またはその写し ※省エネ適判機関の確認印があるもの 

４．設計住宅性能評価等により省エネ適判を省略する場合 

設計住宅性能評価を受ける場合（長期優良住宅の認定書及び長期使用構造等の確認書

を提出する場合も同様）は、申請者が建築主事等に宣誓書を提出する必要があります。 

期日までに評価書を提出できない場合は、宣誓書を取り下げ、省エネ適判を申請する

必要があります。 
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Ⅲ 確認申請の様式 

１．確認申請書の様式について 

令和７年４月１日から様式が改正されます。 

確認申請様式の記載例と注意事項は巻末資料の 55 ページ以降をご覧ください。 

 

建築申請書の第三面と第四面の改正部分 

 

  

  

第三面 ※１８に経過措置の適用が追記（R8.3.31 まで） 
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第四面 ※１１の特例部分の項目の追加 

構造計算適合

性判定の省略

（ルート 2 主

事）、審査の適

用が有る場合の

特例の区分 
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【参考】第三面留意点 
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２．チェックリスト 

国マニュアルの記載にあるチェックリストに、鳥取県建築基準法施行条例、鳥取県建

築基準法施行細則、取扱い等やその他注意いただきたい点等をまとめた鳥取県補足版チ

ェックリストを巻末資料 42 ページ以降に掲載していますので、参考にしてください。 

 

【参考】チェックリストの一部抜粋 
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Ⅳ 図面記載例の補足とよくある指摘 

１．共通事項 

（１）図面の描写   

 ・線種、線幅が同一で記載内容が不明瞭（パソコンの画面上は色分けされているが、

印刷では見づらい） 

（例）配置図－軒先ラインと排水経路の記載が同一 

   平面図－バルコニー部分の開口部と袖壁部分の記載が同一 

           玄関框と間仕切り壁の記載が同一 

   立面図－タイル割の記載があり出隅・入隅が不明瞭 

・寸法、文字の記載が小さい、重なっていて読めない 

・算出根拠が不明な数値を記載している 

（例）平均天井高さの記載があるが、計算式を記載していない 

 

（２）面積、数値の端数処理 

・敷地面積、建築面積、床面積、途中計算は省略せずに合計した後、小数点以下第３位

を切捨 

・壁量計算等構造の床面積は切上げ 

・上記以外は不利な方に切上げ、切捨て 

(例)採光計算（法第 28 条）について 

   室面積（切上げ）/７＝必要採光面積（切上げ） 

   設計採光面積＝採光補正係数（切捨て）×建具面積（切捨て） 

 

（３）図面の記載内容について 

・確認申請図書の作成例（ダイジェスト版、詳細版共）は記載例なので個々の内容に

より必要に応じて加筆・削除して作成して下さい。 

・一の図面に各内容を記載することにより図面が繁雑となり見えづらくなる場合は、

他の図面に内容を記載する、もしくは、別図面を作成することが考えられます。 

（例）平面図（縮尺 1/100 程度）に外部建具の下記の内容を全て記載すると、以下の記載

が必要になると考えられます。凡例でまとめて記載できる場合は内容を省略できます

が、各仕様がそれぞれ違う場合は各内容についての記載が必要となります。 

・建具記号、建具形態、建具サイズ、開放角度、取付高さ、採光補正係数のｄ寸法 

（法第 28 条の採光、換気計算に必要な記載） 

（令第 116 条の２第１項第二号の計算に必要な記載） 

・建具サッシ枠、ガラス、庇等の付属部材等の仕様（省エネ基準に必要な記載） 

・防火設備の記載（防火・準防火地域内で延焼の恐れのある部分の開口部）等 

・建築物規模、計画内容にもよりますが、必要に応じて、次の①～③を参考に図面を

作成して下さい。 

①平面図に建具記号を記載して、別図で建具表を作成する 

②平面図の縮尺を拡大する（縮尺 1/50） 

③省エネ基準については別図を作成する 
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（４）建築確認申請図書の記載内容の重複について 

・設計図書に記載する内容が各図面に重複して記載されている場合がありますが、必要

以上に記載する必要ありません。 

（例）面積表（敷地面積、建築面積、各床面積、建蔽率、容積率等）を配置図、求積図、

平面図それぞれに記載 

      →面積の訂正があった場合、配置図、平面図の訂正も必要になります。 
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２．図面の記載例と注意事項 

 

 

 
 

 

 

マニュアル 

県の補足説明 ダイジェスト版に記載の内容 
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給湯設備の転倒防止「設置場所、質量、アスペクト比（幅又は奥

行の小さい方に対する高さの比）に対するアンカーボルトの種

類、本数、引張耐力」 
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方位、敷地の位

置、目標となる

地物を必ず記

載してくださ

記載する内容

は、申請書の

内容と一致さ

せてください。 

マニュアル 

火気使用室の内装

制限について明示 
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面積の合計の小数点以下

第３位は切り捨て 

地面積、建築面積、床面積

求積図については、ＣＡＤ

等を用いる場合にあっては

三斜求積図によらないこと

ができます。 

その場合、作図にあたり使

用した CAD 等の種類を

明示してください。 

斜線検討（道路斜線、北側

斜線）結果を記載してくだ

さい。 
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道路名を記入 

・災害危険区域、レッド区域、都

市計画道路線等が敷地に掛かっ

ている場合は位置を明示 

・敷地境界線の種別（道路、隣地、

官民）記入 

・既存建築物は確認の履歴を記

載 

・がけ付近の場合は、がけの 1.5 

H のラインを明示 

・延焼ラインが発生する場合はそ

のラインを明示 

最高の軒高（平

均地盤面からの

高さ） 

敷地と敷地の

接する境界部

分との高低差

を明示 

敷地の接する道路

の位置、幅員及び道

路種別を明示 

排水桝の位置及

び公共下水道の

位置を明示 

補強コンクリ

ートブロック

塀の位置を

明示 

申請建物の各部

分の高さを明示 
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よくある指摘 

・基準法の道路の種類が間違っている。 

 （例）法 42 条１項二号道路（開発道路）が市町村道認定され法 42 条１項一号道路(市町村

道)になっているが、法 42 条１項二号道路のまま記載 

道路幅員が 4.0ｍ未満だが、に法 42 条１項一号道路で記載 

・建築物配置の寸法が一箇所しか記載していない。 

・排水経路、放流先（下水道、集落排水）の記載がない。 

・敷地地盤の高低差があるのに法面、構造物の記載が無い。 

・敷地内外（建築物周囲共）の地盤高低差の記載が無い。 

  →高低差がある場合は平均地盤を算出 

・容積率は法第 52 条第１項（用途地域による容積率）、法第 52 条第２項（前面道路

の幅員による容積率）の規定によるが、２項の検討がされていない場合が多い。 

・道路中心線を車道部分の中心線で記載している。（歩道含む全体幅員の中心） 

・敷地に道路が 2 以上接道している場合は、幅員の最大のものを前面道路とする。

（巻末資料 95 ページ参照） 

・道路と敷地に高低差があり、建築物から道路に通じる階段や傾斜路等の有効な通路

等が設けられていない場合は、敷地が接道しているとはいえない。 
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一の図面に各内容を記載することにより

図面が繁雑となり見えづらくなる場合は、

他の図面に内容を記載や、別図面を作成

する方法もあります。 

回り階段の場合は

踏面の狭い方から

30cm の場所が

踏面の幅です。 

出窓がある場合は床面積に

算入・不算入の検討が必要で

す。 

（ダイジェスト版 P09 参照） 

寝室として使用する室

の場合、住宅用火災報知

器が必要です。室名の下

に（寝室）と記載が必要

です。 

排気機の位置を明示 

コンロの位置、種別、発

熱量を明示 

換気設備の有効

換気量を明示 

採光補正係数の算出に必要な水平距離（開口

部の上にある各部からその部分の面する隣地

境界線等まで）を明示 

階段、踊り場、手す

りの位置・出幅及

び構造を明示 

居室に設ける

採光・換気のた

めの窓その他

の開口部の位

置を明示 

階段、踊り場、手す

りの位置・出幅及

び構造を明示 

敷地の接する道路の位置及

び幅員を明示【居室の採光】 

給気口の位置を明示 

火気を使用する室の換

気経路を明示 
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よくある指摘 
・住宅用火災警報器がエアコンや 24 時間換気（第一種）吹出口から 1.5ｍ以上離れて

いない。 

・寝室として使用する室に（寝室）の記載がない。※県の取扱いにより記載が必要 

（住宅用火災警報器の設置を判断する為） 

・居室、非居室の判断が不明瞭な記載がある。 

(例) ヌック等と室名が記載してあるのに天井高さが 2.1ｍ未満 

  サービスルームで室名を記載しているが窓を計画していない 

・屋外部分の用途（ポーチ、テラス、物干し場、自転車置場等）を記載していない。 

 （用途により床面積に算入する必要があります。） 

・建築、床面積算出用の寸法に一部記載もれがある。 

・平面図と 24 時間換気の計画図書とが整合していない。 

(例) 平面図には納戸の建具に通気措置を計画しているが、24 時間換気計算では換気対象

外として計算している。 

・防火、準防火地域内で延焼の恐れのある範囲内にある屋根、外壁、軒天、開口部

（局所換気、24 時間換気等含む）の仕様が記載されていない。 
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道路斜線の検討を行

ってください。 排気機の位置を明示 給気口の位置を明示 


